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要　旨
　本稿は、近年、ビジネス領域、学問領域双方で関心が高まっているブランド提携について、
1990 年代から現在までの論文をレビューし、ブランド提携研究を概観し今後の研究課題を
明らかにすることを目的とした。　研究概観は、ブランド提携の定義と研究範囲、手法の確
認を行い、研究内容から研究領域を大きく 3 つに分類し、それぞれの分類の代表的な研究論
文レビューを通じ行った。研究概観を通じ、ブランド提携の創造する価値、効果、ブランド
提携に影響をおよぼす要因、マネジメントモデルを明らかにするとともに課題を導き出し、
今後の研究の方向性を示している。
1.　はじめに
1－ 1　注目されるブランド提携
　近年、消費者ニーズの多様化、情報技術の高度化、新興国の台頭、競争のグローバル化な
ど、企業を取り巻く環境は厳しさを増している。競争優位を確保するための手段としてブラ
ンドに対する期待は一層高まっている。しかし、新たなブランドを構築するコストは年々高
騰し、成功確率が低下している。そのような中、ブランド構築の成功確率を高める手段の 1
つとしてブランド提携に対する注目が高まっている（Aaker and Joachimsthaler, 2000; 
Keller, 2003）。Spethman and Benezra（1994）の試算によると、ブランド提携の実例は年
間 20 ～ 40％の間で年々増えているという。
　ブランド提携への注目の高まりは、ビジネス領域のみならず学問領域でも生じている。図
表 1 は、論文検索エンジンを用いブランド提携（brand alliance、co-branding、joint brand-
ing）をキーワードに検索した結果である。結果から 2000 年以降、ブランド提携を扱った論
文本数が増加傾向にあることが確認できるが、それらの論文を俯瞰すると、多くの研究者が
様々な視点から研究を行なっているため、ブランド提携研究が現状どのような状況にあり、
今後どのような方向性があるのか見出しにくい状況にあった。
　そこで本稿では、ブランド提携研究の概観をブランド提携の定義や代表的な研究手法、研
究領域を既存研究から明らかにし、ブランド提携研究の課題と今後の方向性を明らかにして
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いく。本稿の構成は以下のとおりである。まずは次章において、ブランド提携研究における
ブランド提携の定義を明らかにし、3 章にてブランド提携研究の範囲と研究手法を整理し研
究内容の分類を試みる。4 章では、分類した研究領域ごとに代表的なブランド提携研究論文
のレビューを通じ概観を明らかにする。5 章では、4 章までのレビューを踏まえ、ブランド
提携研究の課題と今後の方向性を論じる。最後に、本研究の示唆と今後の研究方針を述べる。
図表 1　ブランド提携が扱われた論文件数の推移
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出所：筆者作成
“brand alliance” “co-branding” “joint branding”いずれかのキーワードが、論文タイトル、抄録、
キーワードに含まれる論文をSCOPUS（http://www.scopus.com/）を用いて検索された論文件数
2.　ブランド提携の定義
　ブランド提携研究が 2000 年以降、多くの研究者により行われていることは、前章で述べ
たとおりである。本章では、ブランド提携研究の概観する第一歩とし、ブランド提携の定義
について探求する。
2 － 1　研究者による定義の違い
　ブランド提携の定義を Park et al.（1999）や Keller and Sood（2003）は「既存のブラン
ド・ネームを組み合わせ、合成した新たな名称を用いて新たな製品を創りだすこと」とし、
既存のブランドを組み合わせ「新たな名称」を用い「新たな製品」を創りだすことをブラン
ド提携の定義にいれている。
　一方で、Kotler et al.（1999）や Berkowitz（1994）は、「異なる組織の確立されたブラン
ド・ネームを同一製品に用いること」と定義し、既存のブランド・ネームを同一製品に使う
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ことを定義に入れ、「新たな名称」、「新たな製品」を含めていない。これら 2 つの定義は企
業間提携の特性に着目し、幅広く提携が包括する共同活動に適用できる定義となっている。
　Kapferer（1999）は、ブランド提携の定義を「2 つの異なる組織が保有するブランド・ネー
ムを組み合わせ、共同でマーケティング活動を行うこと」とし、共同でマーケティング活動
を行うことを重視している。
　Collomp（1995）もブランド提携を「マーケティングの運営領域における共同活動」とし
ているが、その意図するところが、Kapferer（1999）と異なり、ブランド提携は単に広告
や販促の協定に過ぎないとしている。
　一方で Visser（1998）は、ブランド提携を広告や販促における連携といったレベルより
も深いものであるとし、競合する企業同士であってもジョイント・ベンチャーによる生産や
商業活動を具体化することもできるとしている。
　Visser（1999）と同様に Lafferty, Goldsmith, and Huit（2004）もブランド提携を企業間
提携レベルでとらえ「2 つの組織が同一の目的を追求すること」と定義している。Lafferty, 
Goldsmith, and Huit（2004）の定義は、ブランド提携を、異なる組織同士がパートナーシッ
プを結び、参画する組織を象徴するものとしてブランドを用いているにすぎないという考え
に基づいているといえる。
図表 2　研究者ごとのブランド提携の定義
研究者 定　義
Park et al. (1999)、
 Keller and Sood (2003)
既存のブランド・ネームを組み合わせ、合成した新たな
名称を用いて新たな製品を創りだすこと
Kotler et al (1999)、 Berkowitz (1994)
異なる組織の確立されたブランド・ネームを同一製品に
用いること
Kapferer (1999)
2 つの異なる組織が保有するブランド・ネームを組み合
わせ、共同でマーケティング活動を行うこと
Collomp (1995) マーケティングの運営領域における共同活動
Lafferty, Goldsmith, and Huit (2004) 2 つの組織が同一の目的を追求すること
出所：筆者作成
2 － 2　一般的な定義と呼称
　前項に整理した通りブランド提携の定義は研究者により差異が認められるが、Rao and 
Ruekert（1994）や Simonin and Ruth（1998）によると、「短期もしくは長期における 2 つ
以上の既存ブランド（具体的なブランド商品、もしくは象徴的なブランド名、ロゴ、その他
ブランド資産）が何らかの形で 1 つの製品に結合し、共同でマーケティングを行うこと」と
いう定義が一般的になっているという。また、抱き合わせ販売や、協同販促も、複数のブラ
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ンドが連携しマーケティングを行っているが、ブランド提携に含まないものと考えることが
一般的となっているという（Leuthesser et al. 2003; Hadjicharalambous, 2006）。
　呼称については、研究者によりブランド提携（Brand Alliance）と称する場合や、コ・ブ
ランディング（Co-Branding）、ジョイント・ブランディング（Joint Branding）など異なる
呼称が用いられる場合があるが、いずれも定義するところは同一のものとなっている
（Abratt and Motlana, 2002）。なお、本稿では各研究者が論文内にて異なる呼称を用いてい
る場合も、ブランド提携に呼称を統一し用いる。
3.　ブランド提携研究の分類
　本章では、ブランド提携研究における範囲と研究手法を確認し、ブランド提携研究の分類
を試みる。
3 － 1　ブランド提携研究の範囲と位置づけ、手法アプローチ
　ブランド提携研究にて取り上げられる最も古い事例は Kim（1994）の 1961 年のベティ・
クロッカー社がサンキスト・グロワーズ社と手を組み、レモン・シフォンケーキ・ミックス
のマーケティングに成功した事例である。その後、1980 年代の銀行業界において他行との
差別化の為に Visa、MasterCard といったクレジット・カード会社と提携し、クレジット機
能を付加し、銀行、クレジット・カード会社双方のブランド・ロゴを記載した銀行カードを
発行したところ大きな成功を収め、その後、AT&T（通信）、General Motors（自動車）、
Ford（自動車）、General Electric（総合電機）といった企業でも広く展開されるようになっ
たことを Raphel（1994）が取り上げている。
　近年においては、航空業界、外食業界やホテル・レジャー業界等のサービス産業、百貨店、
コンビニエンス・ストア、ディスカウント・ストアやガソリン・スタンドなどの小売業界な
ど、様々な業種・業界においてブランド提携が行われるようになり、また営利組織のみなら
ず非営利組織におけるブランド提携も注目され、ブランド提携研究は「いつ、どのように提
携することが最も価値を生み出すか」を探求するものが多いという（Keller, 2003; Kir-
mani& Rao, 2000）。
　ブランド提携研究の多くはブランド研究により導き出されている理論をベースに研究され
ている。James（2006）は Aaker and Keller（1990）のブランド拡張の理論がブランド提携
にも適用できるかを、実在する 11 のブランドを用いて 8 つの仮想提携を創り、各ブランド
提携に対する態度について大学生 284 人を対象にアンケート調査を行っている。そのアン
ケート調査結果から各ブランド間の相関分析を行い基本的なブランド拡張の理論がブランド
提携にも適用できることを明らかにしている。そのため、今日的にはブランド提携はブラン
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ド拡張の一種として位置づけられ、多くの研究においてブランド拡張で確立した理論をブラ
ンド提携研究に適用することが一般的になっている。
　ブランド拡張の一種として位置づけられるブランド提携には様々な研究アプローチが存在
している。Simoni and Ruth（1998）は情報統合アプローチを取り、Samu et al.（1999）や
Washburn et al.（2004）は記憶連想ネットワークの視点から、Levin and Levin（2000）は
コンテキスト効果の視点、Rao and Ruekert（1994）、Rao et al.（1999）はシグナル・アプロー
チを取っている。以上4つがブランド提携研究における代表的なアプローチとなっているが、
Rao et al.（1999）が取っているシグナル・アプローチがこれまでの研究でもっとも多く使
用されている。
3 － 3　ブランド提携研究の分類
　ブランド提携研究は、「いつ、どのように提携することが最も価値を生み出すか」を探求
するものが多いことは前項で述べたとおりである。しかし、ブランド提携の研究は、前章で
述べたとおり一般的な定義はあるものの、統一した定義は存在せず研究者の学問領域により
ブランド提携をさす範囲、内容に差異が大きい状況にあり、これまでの研究領域を超えた視
点で数多くの研究が行なわれてきている状況にある。そのため、ブランド提携研究を厳密に
分類することは難しいが、本稿ではこれまでのブランド提携を扱った研究を俯瞰し、その研
究内容に着目し下記の視点でブランド提携研究を分類した。
1）ブランド提携を通じ創造される価値に関する研究
　ブランド提携により創造される価値とは何であるのか、ブランド提携は本当に効果がある
手段であるのか。ブランド提携研究の根源的テーマであり多くの研究者がこの問いに答える
べく様々な角度から研究を行なっている。
2）ブランド提携の成果に影響を及ぼす要因に関する研究
　ブランド提携をより価値があるもの、より効果あるものするためには、いかに提携するべ
きなのか。ブランド提携を行う企業、業界の組み合わせや提携の数や広告などブランド提携
に及ぼす影響に関する研究が数多く行われている。
3）ブランド提携により価値を創造するためのマネジメントに関する研究
　創造される価値や成果に及ぼす要因のほかに、意思決定モデルやブランド提携により生じ
るリスクへの対応やグローバル展開における対応など、ブランド提携におけるマネジメント
に関する研究も数多く行われている。
　以上 3 点を本稿におけるブランド提携研究の分類とし、次章にて各分類における代表的な
研究論文のレビューを通じブランド提携研究を概観する。
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4.　ブランド提携研究の概観
4－ 1　ブランド提携を通じ創造される価値に関する研究の概観
　ブランド提携はそもそも価値のあることなのか。このことに対し、Lebar, et al.（2005）
はブランド提携の長所として以下のように述べている。
　「ブランド提携は、キャンペーンに複数のブランドが参加する効果で、製品にユニークか
つ説得力のあるポジショニングができることである。ブランド提携はブランドに、それをし
なかった場合よりも説得力のある差別化ポイントや類似化ポイントを創りだすことが出来
る。その結果、ブランド提携によって、既存の標的市場の売上を増大させ、新しい消費者や
チャネルを獲得するチャンスを増やせる。ブランド提携は 2 つのすでによく知られたブラン
ド・イメージを結びつけるので、製品導入にかかるコストを減らすことができ、製品採用の
可能性が高まる。またブランド提携は消費者に対する理解を深めるとともに、パートナー企
業が消費者に対し、どうようにアプローチしているかについて理解を深める貴重な手段であ
る。あまり差別化されていないカテゴリーでは特に、ブランド提携は独特の製品を生み出す
重要な手段となる。」
　一方でブランド提携の潜在的な短所については、Votolato and Unnava（2006）が以下の
ように述べている。
　「消費者のマインド内で別のブランドと一組にされることによって生じるリスクとコント
ロールの喪失である。ブランド提携に対する関与とコミットメントの水準について消費者の
期待は高くなりやすい。したがって、消費者を満足させないパフォーマンスであれば、提携
した全てのブランドにネガティブな影響をあたえかねない。相手のブランドが多数のブラン
ド提携に参加したりすれば、連想の移転効果が希釈化する過剰露出のリスクもあるだろう。
また、既存ブランドへの集中を乱し、焦点を失うことにもつながる。」
　ブランド提携の長所と短所については Keller（2010）も同様に図表 2 のようにまとめて
いる。
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図表 2　ブランド提携の長所と短所
ブランド提携の長所
必要とされる専門技術の借用
有していないエクイティの活用
製品導入のコスト削減
ブランド・ミーニングの関連カテゴリーへの拡張
意味の拡大
アクセスポイントの増加
追加売上の源泉
ブランド提携の短所
コントロールの喪失
ブランド・エクイティ希釈化のリスク
ネガティブなフィードバック効果
ブランドの焦点と明快さの欠如
組織的な混乱
出所：Keller (2010), p.369
　ブランド提携が生み出す具体的効果については、Lee and Decker（2008）が以下の 3 つ
に集約している。
①共通効果（Mutual Effect）
　製品およびブランドのフィット感を共通効果としている。提携するブランド間における製
品のフィット感またはパートナー・ブランド・カテゴリーとの関連性が高ければ高い程、消
費者はブランド提携に対し好ましい行動をとるとしている（Simonin and Ruth, 1998; 
Bouten, 2006）。
　また、ブランドのフィット感も重要な要素である。例えば、メルセデス・ベンツとルイ・
ヴィトンの提携を例に見ると、消費者はそれぞれのブランドに対し、ラクジュアリー・ブラ
ンドとしての認知し、いずれも、それぞれの市場にて高い評価を得ていると認識している。
このようなブランド同士の提携の場合、フィット感が高く消費者はブランド提携に対し好ま
しい態度、評価をもつとしている（Simonin and Ruth, 1998; Bouten, 2006）。
②拡張効果（Extension Effect）
　元となるブランドに対する消費者の評価、態度がブランドを拡張した際の商品に対する評
価、態度に影響する事は、Aaker and Keller（1990）により明らかにされている。ブランド
提携は、ブランド拡張の一種として位置づけられ、多くの研究においてブランド提携におけ
る消費者の評価、態度は、元となるブランドに対する評価、態度が重要な要素であることを
明らかにしている。
③互恵効果（Reciprocal Effect）
　互恵効果は、ブランド拡張における理論において重要要素であるが、ブランド提携におい
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ても同じく重要な効果であるといえる。研究によりその呼び方は異なり、例えば Park et 
al.（1996） で は Feedback Effect と 呼 び、Simonin and Ruth（1998） で は Spillover 
Effect、Leuthesser et al.（1999）では Post-Effect と呼んでいる。
　Lee and Decker（2008）はさらに、ブランド提携における、共通効果、拡張効果、互恵
効果を元に、ブランド提携を通じて起こる消費者の行動変化パターンを下記 4 つに集約、定
義し、ブランド提携における消費者の評価、態度の変化をモデル化している（図表 3）。
【消費者の行動変化パターン】
① 良い（良くない）製品とブランドフィット感は、好ましい（好ましくない）共通効果は、
好意的な（好意的でない）態度をブランド提携にもたらす。
②好意的な（好意的ではない）態度が一方のブランドにあった場合、好ましい（好ましくな
い）ブランド拡張効果を生み出し、相対的に好意的な（好意的ではない）態度を消費者に
もたらす。
③好意的な（好意的ではない）評価、態度がパートナー・ブランドにあった場合、好ましい
（好ましくない）拡張効果を生み出し、相対的にブランド提携において好意的な（好意的
ではない）評価、態度をもたらす。
④好意的な（好意的ではない）評価、態度が提携ブランドにあった場合、好ましい（好まし
くない）互恵となり、相対的に好意的な（好意的ではない）評価、態度を相互のブランド
にもたらす。
図表 3　ブランド提携による消費者態度の変化 
ブランドA ブランドB
ブランドA ブランドB
ブランドA ブランドB
提携ブランドに対する態度
提携前のブランドに対する態度 提携前のブランドに対する態度
提携後のブランドに対する態度 提携後のブランドに対する態度
② ③ ③ ②
①
④ ④
出所：Lee and Decker (2008), p.6
　Lee and Decker（2008）のモデルによると、拡張効果と共通効果は提携ブランドに対す
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る消費者の評価、態度に直接的に影響するとしている（①および③）。また、拡張効果と互
恵効果は、ブランド提携後のそれぞれのブランドに対する評価、態度に影響するとしている
（②および④）。
　ブランド提携の効果を、Lebar et al.（2005）は、Brand Asset Valuator（BAV）モデル
を用い数値で明らかにしている。研究は、実在する 20 のブランドを提携元ブランドと提携
先ブランドに分け、10 の提携パターンを設定し、990 の仮想ブランド提携事例を準備し、
1,300 人に対しインターネット調査を通じた BAV を用いた測定を行い、測定の結果からブ
ランド提携の及ぼす効果・影響は以下の 4 点としている。
①ブランド提携は、提携パートナーに関わらず、差別性はあがり知識を下げることになる。
ターゲット・ブランドにおいて、平均的に関係性は変化がなく、尊重は多少さがる。
②高い尊重数値を持つブランドは、ブランド提携によりその価値を下げる。
③コーズをベースとしたスポンサーシップは、ブランド提携に大きな効果を及ぼす。
④提携ブランド間の相違性は、差別性において大きな差異は生じない。
　なお、Lebar et al.（2005）の研究は BAV 数値を用いてブランド提携の効果を明らかに
することを主としているため、効果におよぼす要素までは言及していない。
4 － 2　ブランド提携の成果に影響を及ぼす要因に関する研究の概観
　Keller（2010）は、ブランド提携のガイドラインを「強いブランド提携を作るには、両ブ
ランドが、適切なブランド認知、充分に強く、好ましく、ユニークな連想、ポジティブな消
費者のジャッジメントとフィーリングを有していなければならない。つまり、ブランド提携
成功のための十分条件ではないが必要条件は、2 つのブランドがそれぞれにある程度のブラ
ンド・エクイティを有していることである。最も重要な要件は、結合されたブランドやマー
ケティング活動が個々のブランドの欠点を最小にし、長所を最大にするような、ブランド間
の論理的適合性である。」と説明している。
　全てのブランド提携が効果を生み出すとは限らない中、ブランド提携に影響を及ぼす要因
について、多くの研究者が研究を行なっているが、その研究内容はブランド提携の組み合わ
せ、数、業界、広告の影響を取り上げるものに分類ができる。
4 － 2－ 1　ブランドの組み合わせが及ぼす影響
　顧客からの評価が高い提携は、それぞれのブランドの評価向上につながり、ブランド提携
に対する評価はブランドの組み合わせに依存するという（Park et al, 1991; Keller, 1991; 
Kirmani et al., 1999; Bridges et al., 2000）。ブランド提携には、製品カテゴリーや、製品特
性、顧客メリットに適切に基づき行なわれる必要があり、適切な組み合わせでブランド提携
が行なわれることにより、新たな製品カテゴリーを創造し、新たな製品特性備え、新たな顧
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客メリットの創造が可能という（Farquhar and Herr, 1993）。
　ブランド提携では、相互のブランドに対する消費者のそれぞれの解釈がブランド提携への
関係性を持ち込むため、ブランドに対する消費者の評価がブランド提携に対してどのような
態度に及ぼす影響を明らかにすることが重要であるという（Broniarczyk and Alba, 1994）。
つまり、それぞれのブランドが提携に対し好ましい印象を与えることができれば、強固なブ
ランド提携が構築できることになる。（Simonin and Ruth, 1998）。
　James（2006）は、ブランド提携において、そのブランドに対する態度の構成におけるそ
れらの役割を理解するうえで、それらのブランドの力学と、如何にして消費者は評価し、選
択するかを完全に理解しておく必要があるとの認識からブランド提携に対する態度の構成に
おけるブランド構成の役割を調査している。James（2006）の調査は、11 のリアルブラン
ドを用いて 8 つの仮想提携を作り、4 つの製品カテゴリーに新製品に参入することとし、そ
れらを284人の大学生を対象に各ブランド提携に対する態度についてアンケート調査を行っ
ている。調査結果から製品カテゴリーとブランド提携間における相関関係を計り、それぞれ
のブランドが積極的なブランド提携の場合、ブランド・パートナーとともに新たな商品カテ
ゴリーへ参入する際に変化があることが明らかにし、反対に、消極的なブランド提携の場合
においては、往々にしてそのままの商品領域に留まることを明らかにしている。それゆえに、
高い評価、強い消費者態度を有したブランド提携は、提携パートナー間の適合度合いが関係
してくるとしている。
　James（2006）の研究は、消費者のブランドとブランド提携に対する評価の及ぼす影響を
明らかにしている。つまり、ブランドに対する各消費者の評価が、何の商品カテゴリーで商
品を生み出すか、ブランド・パートナーとして何処を選ぶかにより変化することを明らかに
している。提携は、評価を高める場合も下げる場合もあるという。ブランドの組み合わせは、
ブランド提携による価値創造の重要な影響要因のひとつであり、評価の高いブランド同士の
提携が、必ずしも同等に高い評価を得られるとは限らないこと、そして、そのブランド提携
に対する評価が、生み出される価値に影響を与えることを明らかにしたことはブランド提携
を展開する上で重要な示唆を与えてくれるものである。
　また、James（2006）の結果は、Park et al.（1996）の「ブランド提携は補完的な特性を
持つ組み合わせが、より好まれているブランド同士のブランド提携よりも大きな価値を生み
出す」とした研究結果を支持するものである。
4 － 2－ 2　ブランド提携の数の及ぼす影響
　ブランド提携に関する研究の多くは、その対象を 1 対 1 のブランド提携を扱っているが、
実際のビジネスでは 1 社が複数の企業と同時にブランド提携を行う場合がある。ブランド提
携数の及ぼす影響については、Voss and Gammoh（2004）および Gammoh, Voss and Fang 
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（2010）が行なっている。
　Voss and Gammoh （2004）は、実在するブランドを用い仮想のブランド提携を創り、ロー
カル・ブランドが同業界の有名ブランドと提携した場合と、その提携社数が 1 社の場合と 2
社の場合のブランド評価に与える影響について調査を行っている。調査は、103 人の大学生
を対象に仮想のブランド提携に対する快楽態度、効用態度、知覚品質を計り、探索的因子分
析を実施ししている。調査分析結果から、実施有名ブランドと提携した場合、単独の場合と
比較し、快楽態度、効用態度、知覚品質いずれの数値も向上することを明らかにしている。
この結果は、無名ブランドにとって、有名ブランドとの提携は、消費者に対し好ましい影響
があることを示す結果となっている。しかし、有名ブランド 2 つと提携した場合、いずれか
1 つと提携した場合と比較し快楽態度は数値が下落し、効用態度、知覚品質においても微増
する程度であること判明している。このことは、無名ブランドにとって有名ブランドとの提
携は消費者に好ましい影響を与えるものの、提携ブランド数を増やすことでその影響が大き
くなるとは言えない、むしろ影響が小さくなる場合があることを示す結果となっている。
　このことは、無名ブランドにとって、有名ブランドと提携することは、提携をしない場合
よりもブランド評価が高まることを明らかにしているが、　提携する社数が 1 社の場合と、
提携する社数が 2 社の場合を比較した場合、提携社数が増えてもブランド評価が必ずしも向
上しない場合があることを明らかにしている点で示唆にあふれている。
　しかし、本研究は、エレクトロニクス業界内同士における提携、つまり同一カテゴリー内
での提携における調査であり、かつ、提携社数が 1 社の場合と 2 社の場合のみの比較であ
るため、カテゴリーが異なる企業との提携の場合や、また 3 社以上の企業とブランド提携を
結ぶ場合について言及に至っていない。カテゴリーが異なる場合や、提携対象ブランドをさ
ら増やすことにより、ブランド評価が向上する可能性を残している。
　カテゴリーが異なる 3 社以上のブランドと提携することの効果について調査研究している
のは、Gammoh, Voss and Fang （2010）である。Gammoh, Voss and Fang （2010）の調査は
Voss and Gammoh （2004）の研究を発展させ、架空のスマートフォンブランドを用い、単独
の場合と、実在する 3 つのカテゴリーの異なる有名ブランドと提携した場合と 3 つのカテ
ゴリーを同じくする有名ブランドと提携した場合の仮想ブランド提携を用い、3 つ以上のブ
ランドと提携することによるブランド提携効果と、カテゴリーが異なる場合のブランド提携
効果について検証している。調査は 149 人の大学生を対象に各ブランド提携に対する態度
ついてアンケート調査を行い、回答結果に対し因子分析および分散分析を実施している。分
析結果によると、やはり、有名ブランドとの提携は、そのブランド提携数、カテゴリーの違
いに関係なく効果があることを明らかにしているが、1 つのブランドとの提携する場合と、
3 つのブランドとの提携を比較すると、カテゴリーが同一であっても異なっていてもブラン
ド評価に対する数値に大きな変化がないことを明らかにしている。
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　Voss and Gammoh （2004）および Gammoh, Voss and Fang （2010）はブランド提携におけ
るカテゴリーの違いと提携数の影響を実証的に示した研究としてブランド提携研究に与えた
影響は大きいといえる。
4 － 2－ 3　広告の及ぼす影響
　広告の果たす役割、影響は単独のブランド構築同様、ブランド提携においても大きいもの
と考えられる。このブランド提携の効果に広告が果たす役割については、Gammoh, Voss, 
and Chakraborty（2006）が、提携の精度とメッセージの強さの違いによるブランド提携に
よる効果について実験を通じて明らかにしている。
　Gammoh, Voss, and Chakraborty（2006）の研究では、209 人の学生を対象とし、架空メー
カーのデジタル・カメラを用い、商品カテゴリーへ関心度合いの高い学生と低い学生ごとに、
広告メッセージの主張の強弱、ブランド力のあるメーカーとの提携有無に場合分けをし、ブ
ランド評価を商品への印象評価と商品の機能に対する印象の 2 つに分け、それぞれの差異を
調査している。調査結果に対する分散分析、ロジット分析結果によると、商品への印象評価
は、商品カテゴリーへの関心度の低い消費者の場合、ブランド力を有するメーカーとの提携
がない場合においては広告メッセージが強い場合と広告メッセージが弱い場合を比較しても
大差は無いが、その数値は、ブランド力を有するメーカーとの提携があった場合、広告メッ
セージが強い場合はより数値が高まるが、広告メッセージが弱い場合は、数値が微減すると
いう結果となっている。
　一方で、商品カテゴリーへの関心度が高い消費者の場合、提携がない場合、広告メッセー
ジが強い場合が、弱い場合に比べ数値の差が大きい結果となったが、提携があった場合は、
広告メッセージが強い場合、提携をしていない場合よりも数値が下がり、反対に広告メッ
セージが弱い場合は数値が上昇し、広告メッセージの強弱の差がわずかになるという結果と
なっている。
　また、機能性に対する印象評価は、商品カテゴリーへの関心が低い消費者の場合、ブラン
ド力を有するメーカーと提携がない場合においては、広告メッセージが強い方が、弱い場合
に比べ数値が高くなっているが、ブランド力を有するメーカーとの提携があった場合を比較
すると、強い広告メッセージの場合は数値にほとんど変化がなく、広告メッセージが弱い場
合は逆に数値が上昇する結果となっている。一方、商品カテゴリーへの関心が高い消費者の
場合、やはり、提携がない場合は強い広告メッセージが弱い広告メッセージよりも数値が高
くなるが、ブランド力を有するメーカーとの提携があった場合は、広告メッセージが強い場
合は数値が低下し、弱い場合は上昇し数値の差が小さくなる結果となっている。
　Gammoh, Voss, and Chakraborty（2006）の研究は、ブランド提携における広告効果を明
らかにしている点で大きな価値があるといえる。
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5 － 4　業界による影響
　ブランド提携の成果に影響を及ぼす要因に関する研究は、提携の組み合わせ、数、広告と
いった視点による研究が多くなされ、主に一般消費者向け製品ブランドを対象としている
が、他にも航空業界や外食業界、BtoB 分野、スポーツ・ビジネス、インターネット・サー
ビス、非営利組織といった特定業界を対象とした研究も多く存在する。これらの研究を本稿
ではブランド提携に影響を与える要因に関する研究の中における業界によるブランド提携へ
の影響要因と分類する。
　特に航空会社のブランド提携に関し研究している論文は多く存在し、Coltman（1999）の
研究では、航空会社の提携は市場の自由化を推し進めるとともに、各航空会社にとっては経
営効率化、顧客へのサービスの向上につながることを実証的な研究で明らかにしている。
Park and Zhang（2000）は、北大西洋航路を対象とし、4 つのメジャーな提携を対象に調査
を行い、提携が企業、顧客双方にとってメリットがあることを明らかにしている。また、別
の角度では Budmundsson（1999）は航空会社の提携を結ぶ各企業の顧客への方針決定の在
り方について研究を行っている。Vander Kraats（2000）は、提携により生み出される経済
効果について、特にコスト効果に着目し、他の市場と比較し検証している。他にも、Iatrpi 
amd Skourias（2005）は、トラフィック・パッセンジャー・モデルを用い航空会社の提携
は顧客を 9.4％増加させることを明らかにしている。航空業界の提携を特にブランドの視点
からの研究しているものには、He and Balmer（2006）と Tsantoulis and Palmer（2008）
があげられる。
　サービス産業におけるブランド提携の事例を取り扱う研究も多い。特に、ホテル、外食、
テーマパーク等のレジャー産業におけるブランド提携はその提携例も多く、研究として多く
取り上げられている。
　とりわけ近年においては、外食業界においても経営のグローバル化は年を追うごとに加速
し、ブランド提携はサービス、商品双方で主要な差別化手法となっている。特にクイック・
サービス・レストラン（ファーストフード業態）においてブランド提携は一般的なマーケ
ティング手法となっているという（Hahm and Khan,2001）。
　Ryan（1999）は、カジュアル・ダイニングと呼ばれる外食業態と簡易サービスによる低
価格ホテルや中価格ホテルとの提携は効果が大きいことを明らかにするとともに、ブランド
提携における効果に与える影響はパートナーの顧客属性の類似が重要な要素であることを示
している。他にも外食業界におけるブランド提携を通じた効果については、Lee, Kim, and 
Kim（2005）は、ファミリー・レストランにおけるクレジット・カード会社とのブランド提
携が顧客ロイヤルティにつながるかを、提携カードを保有している消費者と保有していない
消費者を比較し明らかにしている。同様に、Kim, Lee, and Lee（2007）は、外食業界にお
けるブランド提携により得られる3つのメリット（価格ベネフィット、プレミアム・プロモー
ブランド提携研究の概観と課題
─ 94 ─
ション、購買後サービス）が顧客満足とブランド・ロイヤルティの向上につながったかを調
査している。
　Kim, Lee, and Lee（2007）の調査は、実在する外食チェーンにて実際に実施されたブラ
ンド提携を対象に、各チェーンの顧客 223 人に対しブランド・ロイヤルティに関するアン
ケート調査を行っている。調査結果に対し相関分析、因子分析を行った結果よると、外食業
界におけるブランド提携を通じて実現される 1）価格メリットは顧客満足度向上につながる
が、ブランド・ロイヤルティ向上にはつながらない。2）特別販促は、顧客満足度向上、ブ
ランド・ロイヤルティ向上いずれにもつながらない。3）購買後サービスは、顧客満足度、
ブランド・ロイヤルティのいずれの向上にもつながることを明らかにしている。
　ブランド提携の研究は消費財マーケティング分野においては注目分野となっているが、
BtoB 分野における研究は数が少ない。BtoB 分野におけるブランド提携研究は Dahlstrom 
and Dato-on（2004）が、流通業界における調査研究が最初と考えられている。その後、
Bengtsson and Servais（2005）は、デンマークにおける産業財メーカーである JUNCKER
社と DEVI 社を調査対象とし、2 社のブランド提携が購買担当者に与える影響を実際に取引
関係のある 123 社の購買担当者にアンケート調査を実施し、産業財市場におけるブランド
提携の価値について調査している。
　同様に、Rie, Mortanges, and Streukens（2005）は、化学製品業界を対象にブランド提携
の価値を調査している。また、Sunil et al.（2008）は BtoB におけるブランド提携の価値に
ついて、エコノメトリック・モデリング・アプローチを用いモデル化にも試みている。
　それらの研究はいずれも、BtoB 分野におけるブランド提携も、消費財分野におけるブラ
ンド提携同様に価値があるとしている。とりわけ、ブランド提携により各企業・製品のブラ
ンド価値を向上させる効果は大きくないものの、パートナー・ブランドの信頼を用いて新規
顧客獲得、顧客企業との関係性を強化することに対して効果が大きいという。Sunil et 
al.（2008）は BtoB 分野におけるブランド提携を通じ創造される主たる価値を、1）リレー
ションシップ、2）競争、3）コスト、4）ダブル・マージナリゼーション、5）広告サポー
トの 5 点としている
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図表 4　BtoB 分野におけるブランド提携の主たる価値
ベネフィット 具体的な効果
リレーションシップ・ベネ
フィット
メーカーとサプライヤーは相互の協力関係、信頼関係が構築され、知識や
能力、経験、リスクを共有するメリットを享受することができる。
競争ベネフィット
サプライヤーにとっては、新規参入に見込みをつけることができ、メー
カーにとっては市場において優位性を発揮することが見込める。
コスト・ベネフィット
新規参入にかかるコストを抑えることができるため、価格でメーカー側に
報いることができる。また、長期的には規模の経済性を生じさせて、さら
にコストを下げることが可能となる。
ダブル・マージナリゼーショ
ン・ベネフィット
BtoB におけるブランド提携は、ダブル・マージナリゼーションを生じさ
せる可能性を持ち、それは最終的には消費者のベネフィットにつながる。
広告サポート・ベネフィット
メーカー側の広告展開が提携するサプライヤー側に貢献することになる。
サプライヤー側が広告費を抑えることができるので、メーカー側に価格で
貢献することが可能となる。
出所：Sunil et al.（2008）
　インターネット上におけるブランド提携について着目し研究しているのが、Delgado-
Ballester and Hernandz-Espallardo（2008）である。彼らはインターネット上におけるブラ
ンド提携の効果を検証するために、ブランドと称されている有名な代理店と無名旅行代理店
の仮想ブランド提携を創り、無名旅行代理店からパック旅行商品をオンライン上で購入する
か否かを 367 人の消費者を対象にアンケート調査を実施し、その調査結果を因子分析、分
散分析を用い分析した結果、ブランド提携はマーケティング戦略上、無名のオンライン・ブ
ランドに対して第一印象でブランドに対する信用とウェブサイトに対する好意的な印象を持
たせることに影響力を持たせる可能性があることが明らかにしている。そして、オンライ
ン・ブランドの信用は　ブランド提携に対する評価とその後に起きる消費者のオンライン・
ブランドに対する反応の間においては充分な橋渡しをしないことも明らかにしている。即
ち、よく知られているブランドとみなされている提携先との提携は、新たなオンライン・ブ
ランドにおいて消費者に取引促進を高める効果があるといえる。
　同様にインターネット上におけるブランド提携の効果検証を行っているのが、Lowry et 
al.（2008）である。
　Lowry et al.（2008）は、無名の E コマースサイトが有名ブランドと提携した場合、サイ
トに対する消費者の信用が向上することを、ネットワーク・モデルを用いて明らかにしてい
る。
　Yang and Goldfarb（2009）は、NBA におけるプロフェッショナル・アスリート（アスリー
ト・ブランド）と、スポーツチーム（チーム・ブランド）のブランド提携効果を調査してい
る。Yang and Goldfarb（2009）の研究では 94 年から 1997 年の実際の 4 年間におけるフリー
エージェント契約のデータを用い、高年齢の選手と、高い成果を出している選手の双方が、
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チームに適合し、より勝利していることを発見している。しかしながら、パフォーマンス・
コントロールという点では、高いブランド・エクイティを有した選手と、中程度のブランド・
エクイティを有するチームのブランド提携が最も高い価値を創出することを明らかにしてい
る。これはすなわち、トップ・ブランドにおいては、必ずしも他のトップ・ブランドが必要
でないことを示唆している。
　Yang and Goldfarb（2009）の研究結果は、チームのトータル価値向上には、ブランド・
エクイティが、パフォーマンスに準じたものよりも適しているということを証明し NBA に
おける 1998 年の最大年俸方針に多大な影響を与えたという。
　ブランド提携は長らく営利企業において使われてきたが、最近は非営利組織においても使
われるようになってきており、Baker and Faircloth（2005）や Heller（2008）が非営利組
織におけるブランド提携について研究を行なっている。Baker and Faircloth（2005）は、
如何にして大学組織のパートナーシップが大学ブランドに対して影響を与え知覚されるか
を、大学関係者 490 人に対し調査を実施し、Heller（2008）は、パートナーの評判と属性の
間の関係性が、焦点をあてる非営利組織に如何にプラスの影響に寄与するかを、大手企業に
勤める 190 人に対し調査している。その結果から、パートナーの公的な評判はシステマ
ティックな変化を組織にもたらし、ポジティブな評判を増大することに寄与することが明ら
かになっている。また、同時に、営利企業とのパートナーシップのほうが僅かながら非営利
組織とのそれよりも影響が小さいことも明らかにしている。
　以上、業界視点からのブランド提携研究の概観を見てきたが、業界視点の研究は実際の提
携事例を元にした研究が多く、いずれも実ビジネスへの示唆に富む内容といえる。
4 － 3　ブランド提携により価値を創造するためのマネジメントに関する研究
　ブランド提携研究を 3 つに分類した場合、1 つ目は、ブランド提携を通じ創造される価値
に関する研究と分類でき、2 つ目は、ブランド提携の成果に影響を及ぼす要因に関する研究
と分類が出来る。最後に、3 つ目の分類である、意思決定モデルやブランド提携により生じ
るリスクへの対応など、ブランド提携により勝つを創造するためのマネジメントに関する研
究についてその概観を確認したい。
4 － 3－ 1　意思決定モデルとマネジメント・プロセス
　ブランド提携はどのような企業意思決定の下に行われるのか。そのブランド提携に至る企
業の意思決定モデルについて Hahm and Khan（2001）が明らかにしている（図表 5）。
　ブランド提携における価値創造プロセスについては、Mantiaba and Sauvée（2010）が、
戦略提携と組織内リレーションシップに関する文献に基づきダイナミック・アプローチを用
いて概念化を試み、ブランド提携を通じた価値創造の為の重要要素について説明している。
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　Mantiaba and Sauvée（2010）によると、ブランド提携における価値創造には、1）提携に
至るコンテキスト、2）関係者における共通目標、3）経営資源、4）活動、5）ガバナンス・
メカニズムの 5 つの要素が強く影響している。また、その価値創造のプロセスにおいては、
良好な経済コンテキスト、顧客と市場ルールが要求する製品品質が、組織の適切な資源の利
用とガバナンス・メカニズムに相互作用を促進するという。
図表 5　ブランド提携の意思決定モデル
明確な必要条件
競争環境
経営資源
潜在的必要条件
ブランド・フィット
プロダクト・フィット
戦略オプション
・現状維持（何もしない）
・やめてしまう（撤退）
・同業界企業とブランド提携を行う。
・異業界企業とブランド提携を行う。
（ナショナル・ブランドもしくは、
ローカル・ブランド）
相乗効果
出所：Hahm and Khan (2001)
4 － 3－ 2　グローバル展開におけるブランド提携マネジメント
　Abratt and Montlana（2002）は、グローバル・ブランドがローカル・ブランドと提携し、
新規市場参入する際のマネジメントについて研究している。Abratt and Montlana（2002）
の研究によると、グローバル・ブランドがブランド提携を用いてローカル・マーケットにて
ビジネスを展開する際のマネジメントには 5 つのステップに分けて進める必要があるとして
いる。
　Abratt and Montlana（2002）による 5 つのステップの第一は、消費者の知覚がキーであ
るとしている。消費者の知覚はブランド・ネームの変更で簡単に変化することから、初期の
市場調査が極めて重要な意味を持つとしている。調査の際にはブランド名が変更されること
を消費者に明確にし、起こりうる事象を洗い出す必要があるという。
　そして第二に、製品がブランドと十分にフィットするかを見極める必要があるという。消
費者が類似カテゴリー商品であると認知し、提携ブランド商品カテゴリーが異なっても評価
される必要がある。
　第三に、ブランド提携が相互の企業をより強化、補完する必要がある。その為に、ブラン
ドの強みを十分に理解し、それが相互の企業に好影響を与えるか見極める必要があるとい
う。第四は、提携ブランド商品が十分に競争力があるかを検討することであり、それは、消
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費者に直接知覚される商品パッケージが重要であるとしている。なぜならば、ブランド提携
を通じ新たな商品を展開していることを特徴ある商品パッケージにすることにより、消費者
にブランド提携に対する好印象を植えつけることが可能となるからとしている。
　最後に、企業は必ず提携ブランドを定着させるまでの期間を定める必要がある。ブランド
提携戦略に対するコストや資源に明らかに依存する部分ではあるが、新たなブランドに対し
困惑する消費者を減らしていくためには時間を要するため、短い期間より長い期間を設定す
るほうが望ましいとしている。
　Abratt and Montlana（2002）は、ブランド提携はグローバル企業にとって、ローカル・マー
ケット参入を円滑に進める手法となり、一方で提携をするローカル・マーケットで強いブラ
ンド力を有する企業においては新たな技術を入手する機会となるとともに、先々のグローバ
ル展開の可能性を開く効果的な戦略となるとしている。
4 － 3－ 3　ブランド提携におけるリスク・マネジメント
　ブランド提携をグローバル展開する場合、特に、それぞれのブランドが大衆において認知
度が高い場合、マネジメンの見地からパートナー・ブランドを保護することが重要であるが、
その点については Askegaard and Bengtsson（2005）が調査結果から導き言及している。
　ブランド提携において一方の企業においてブランド価値を低下につながるようなネガティ
ブな行動や事件が発生した場合、影響を最小化させるためのマネジメントは如何にあるべき
かを、タイトル・スポンサーシップに関し伝統のあるフォーミュラ・ワン（F1）の世界に
て生じた事例を元に、Kahuni and Rowley, and Binsardi（2009） が、ブランド提携における
リスク・マネジメントとして研究している。
　また、Votolato and Unnava（2006）ではパートナー・ブランドからホスト・ブランドへ
ネガティブな影響が発生すると、ホスト・ブランドも等しく責め立てられる事象が発生する
こと、そして、代表者同士の提携におけるモラルの不備は、能力的な失敗よりもより有害で
あることを明らかにしている。
5.　ブランド提携研究の課題
　前章までにブランド提携研究の定義を探求し、研究範囲、研究手法を確認し研究内容の視
点から 3 つに分類し、それぞれの分類における代表的な研究内容を確認することで概観を明
らかにしてきた。本章では、概観を再確認しながら、ブランド提携研究の課題と今後の研究
方向性を明らかにしていきたい。
　まず 2 章ではブランド提携の定義を確認した。ブランド提携の定義は、一般的な定義はあ
るものの、研究者ごとにブランド提携の対象や範囲に差異があることが明らかになった。こ
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れは、研究者の研究背景や明らかにしたい焦点の違いに起因するものと推察される。現在、
明快なブランド提携の定義がないことは課題といえるが、実務領域において新たなブランド
提携事例が増え続けている状況下で定義することは容易なことではない。であるならば、ブ
ランド提携実例を俯瞰収集し、ブランド提携の分類を詳細に行うことが、今後の定義制定に
向けた一助となるものと考えられる。
　続いて 3 章では、ブランド提携研究の範囲、手法を確認し研究内容から、3 つに分類を試
み、4 章でその 3 つの分類それぞれについて代表的な研究論文のレビューを通じ研究を概観
した。1 つ目の分類、ブランド提携による価値についての研究では、ブランド提携の長所短
所と効果と消費者の行動変化パターンが整理されたが、それらの研究において論じられる価
値は短期的な視点ばかりであり、長期においてブランド提携がどのような価値を生み出すか
について論究した研究は見当たらない。実務領域においては、中長期の視点でブランド提携
の価値を検討する必要があり、長期的な視点からブランド提携の価値について明らかにする
ことが今後の研究課題の 1 つと言えよう。2 つ目の分類、ブランド提携に影響する要因に関
する研究の多くが 1 つもしくは 2 つの要因について影響を検証するにとどまっている。ま
た様々な業界を対象にブランド提携研究が行われていないが、業界間の比較、差異を明らか
にするまでに至っていない。ブランドに与える影響は常に複合的であり、今後のブランド提
携研究においては業界ごとの差異、3 要因以上での複合影響と要因間の関係性を明らかにす
ることが課題となろう。ブランド提携のマネジメントに関する研究は、他に分類した研究が
ブランド研究の延長を主に研究されていることに対し、多くが企業間提携研究の延長にて論
じられているものが主となっている。今後、ブランド提携研究の発展には、背景にある研究
分野ごとの研究アプローチの整理も必要と考えている。
8.　おわりに
　おわりに、本稿の学術的貢献と今後の研究方針について述べておきたい。本稿は、ビジネ
ス領域、学問領域双方で関心が高まり、新たな実例や研究が次々と現れる状況にあるブラン
ド提携について、1990 年代から現在までの論文をレビューし、ブランド提携研究を概観し
今後の研究課題を明らかにしてきた。様々な研究者が様々な研究背景を持ってブランド提携
研究に取り組み、現段階において普遍的な定義が存在していないことを明らかにしたこと
は、研究のスタンスを決める上で重要な事実であり学術的な貢献が少なからずあると認識し
ている。また、現在進行形で多くの研究が行われている領域であり、研究領域を定めること
も容易ではない状況にあるが、本稿では研究内容に注目し 3 つに分類を試み研究の概観を明
らかにした。ブランド提携研究を分類する試みは他に見当たらず一定の学術的貢献があると
思われる。ただし、本稿の 3 分類に普遍性があるとは認識していない。今後もブランド提携
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研究を継続し研究分類について、企業間提携の研究や単一ブランドにおけるブランド研究な
どブランド提携に強く影響を及ぼしている研究領域を深堀し関係性を追求しながら探求を継
続していきたい。
　今後の研究は、2 つの方向性で研究を進めること予定としている。1 つは、ビジネス領域
で日々積極的な取り組みがみられるブランド提携の分類、体系化である。これは前章におけ
る定義の探求において確認した課題の解決に向けた 1 つのアプローチである。そして、もう
1 つはブランド提携が生み出す価値に関する研究を基礎に、長期的な視点でのブランド提携
が生み出す価値に関する実証研究である。特にブランド提携は長期的な視点において、ブラ
ンド価値にどのような影響をおよぼすかについて探求をしたいと考えている。
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